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・財務諸表における連結業績への取込み期間については以下の通り。 

・当社は、当連結会計年度より、決算期を２月末に変更。 

 これにより、当社及び、イオン銀行やイオンクレジットサービス等の一部の 

 国内子会社の連結業績への取込み期間は、以下の通りとなっている。 

  当連結会計年度は 2019 年４月１日から 2020年２月 29日 の１１ヵ月、 

  前連結会計年度は 2018 年４月１日から 2019年３月 31日 は１２ヵ月。 

・なお、国際事業は、決算期変更以前より、２月までに全ての海外子会社が決算を 

行っているため、当連結会計年度、前連結会計年度はいずれも１２ヵ月間の数値を 

取込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

・連結及びエリア別業容については以下の通り。 

・国内事業においては、昨年１０月の消費増税前の駆け込み需要およびその後の反動や、 

台風、暖冬等の天候不順の影響もあり、クレジットカードショッピング取扱高は 

前年同期間比１１％増加した。 

 なお、国内事業の取扱高については、前年度を１１ヵ月換算した数値を比較対象とした、 

前年同期間比を用いている。 

・カードキャッシングについては、１人当りご利用額及び残高の増加により、 

 取扱高は前年同期比１０３％、債権残高は期首差２０３億円増となった。 

・国際事業においては、マレーシアにおける自動車やバイクの取扱高拡大に加え、 

 タイなどの他の展開国におけるオートローン事業の成長により、 

 個品割賦取扱高は前年同期比１２７％、債権残高は期首差３５０億円増と、 

 好調に推移した。 

・また、タイでの個品割賦とパーソナルローンの申込み及び与信枠の一本化や、 

 マレーシアにおいて中高所得者層を中心にパーソナルローンの利用が伸びたことで、 

パーソナルローン債権残高は期首差１９０億円増となった。 

・連結有効会員数については、国内事業では入会キャンペーンにより、クレジットカード 

新規会員数は１８５万人、前年同期比１２２％となり、国際事業では、 

 ブランドプリペイドや個品割賦、パーソナルローンを中心に会員数を伸ばし、 

 顧客基盤の拡大に繋がった。 

 



 

・次に、連結及びセグメント別業績については以下の通り。 

・図表上段右端の連結業績については、営業増収となった一方で、 

 営業利益及び親会社帰属の当期純利益は減益となった。 

・国内事業では、前年度より会計期間が１ヵ月短いものの、各種取扱高及び 

 営業債権残高が順調に拡大したことに加えて、今後の金利環境を鑑みた 

 債権流動化の前倒し実施等により、営業収益は前年同期比１０１％となった。 

 また、上期における新規入会及びご利用施策の実施に伴う販売促進費の 

 増加に対し、第３四半期以降はコストコントロールに努めたことで、 

 営業利益は前年同期比１０６％の増益となった。 

・国際事業では、中華圏は米中貿易摩擦や香港デモの影響等により減収、 

 減益となった。 

 一方、メコン圏は安定した業容拡大に加えて、昨年１０月末の債権回収法の 

 厳格化に機動的に対応し、資産収益性を高めるべく償却債権の売却を行ったほか、 

人件費等のコストコントロールが図れたことで、増収、増益となった。 

・なお、マレー圏については２ケタ増収となったが、貸倒関連費用の増加に加えて、 

フィリピン子会社の不適切会計による影響等により、大幅減益となった。 

 

 



 

・次に、国内及び国際のエリア別業績グラフはスライドの通り。 

・営業利益について、主な増減要因について示している。 

 

 

 



 

・メコン圏の貸倒費用の増加要因については以下の通り。 

・左のグラフは、前期と今期におけるメコン圏の営業債権残高の増減額を比較したもの。 

・タイでは２０１７年９月に総量規制が適用されて以降、個人のお客さまの資金調達先の 

縮小が返済能力の低下をもたらしていると考えられる。 

 加えて、米中貿易摩擦の影響により、貿易産業の従事者を中心とした与信リスクの高まり 

から、当社債権の延滞も徐々に増加しており、貸倒費用の増加へと波及している。



 

・マレー圏の貸倒費用の増加要因については以下の通り。 

・今期は、前年同期に比べて正常債権残高の増加ペースが速く、これに伴い貸倒関連費用が 

増加した。 

・また、延滞債権比率は期首より微減ではあるものの、延滞債権に対する貸倒関連費用が 

大きく増加。これは、前期において、マレーシア政府による低所得者向け支援策等により、 

延滞債権の回収率が改善されたことから貸倒引当金の取崩しが発生し、 

貸倒関連費用の増加幅が抑制されたためである。 

 



 

・連結の貸借対照表については以下の通り。 

・現金預け金は、本社への調達機能の集約化に伴う借入や有価証券の売却、債権流動化の実施等

により、期首差１，１８３億円増となった。 

 また、銀行業における貸出金が８９７億円増加し、資産合計は５兆７，８１３億円、 

期首差５，２７２億円増となった。 

・負債においては、国内にてクレジットカードやデビットカード一体型など、決済の利便性や、

各種サービスのご利用に応じた、金利・手数料の優遇特典などによって、 

普通預金を中心に預金が３，２１１億円増加し、 

 負債合計は５兆３，２２２億円、期首差５，１６９億円増となった。 

・これらの結果、純資産は４，５９０億円、期首差１０３億円増となった。 



 

・財務面の取組みについては以下の通り。 

・今期より、当社はグループ各社の資金調達を集約して、直接調達へシフトする方針とし、 

そのための取組みを進めた。 

・具体的な内容の例がお示ししている社債調達である。 

 これまでの効果として、金融費用１１ｂｐの低下がみられた。 

・また、低利かつ長期資金を元手に、子会社からのリスクアセット圧縮効果の高い債権や 

子会社の資本増強に繋がる劣後債の購入、子会社への資本性資金の貸付といった、 

グループ各社のギアリング対策にも主体的に関与した。 

 



 

・２０１９年度の取組み内容について、スライドのＰ.11～15で説明する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

・国内事業においては、若年層や都市部を中心に、顧客基盤の拡大を図るとともに、 

販売促進施策の実施を通じて、カード利用の促進を強化した。 

・上期に、「イオンカード （トイ・ストーリー デザイン）」と「マルエツカード」を 

 発行開始したことに続き、下期には、 

「イオン銀行ＣＡＳＨ＋ＤＥＢＩＴカード(ディズニー・デザイン）」、 

 「イオンカード（欅坂４６）」 、「住友不動産 ショッピングシティイオンカード」を 

 発行した。 

・また、上期に実施した、２５歳以下を対象とした「新生活入会キャンペーン」や、 

 「最大２０％キャッシュバックキャンペーン」により、新規会員を獲得し、 

 ターゲットとしていた２０代から３０代の若年層の会員の獲得を図ることができた。 

・銀行事業では、１２月に近畿地方では初となる都市型店舗として、「イオン銀行大阪梅田店」 

を開設した。 

 Web で来店予約サービスをご利用いただくことで、店舗周辺にお勤めされるお客さまの 

休憩時間やお仕事帰りの時間等を有効活用し、 

 住宅ローンのご契約や資産形成サービスのご相談にお立ち寄りいただく等、 

 お客さまにとってより便利でご利用いただく環境を整備した。 

・資産形成サービスでは、イオン銀行独自の資産シミュレーションツール 

 「ポートナビ」を全店導入し、投資信託だけではなく、外貨預金も含めて 60 パターン以上の

モデルポートフォリオをご用意するなど、お客さまの資産形成ニーズや、将来設計に 

寄り添った最適なご提案が可能なサービスを提供している。 



 

・２０１９年度は、国内外において、スマートフォンをはじめとするデジタルツールを活用した 

お客さまの利便性向上及び顧客基盤や取扱高の拡大を図った。 

・国内では、５月にスマートフォンアプリ「イオンウォレット」にて最短５分で審査を完了し、 

イオンカードを即時発行するサービスの提供を開始し、お客さまの利便性を高めた。 

・イオンカードのご利用明細書の発行においては、１１月引き落とし分より、Web 明細の 

基本サービス化を開始した。 

 一部の提携カードや有料での明細郵送希望の方を除き、多くの方がＷＥＢ明細へ移行した 

ことで、大幅な郵送費の削減ならびに、ＣＯ２排出量の軽減に繋がっている。 

・海外では、香港において、モバイルアプリからの申込みで、審査から銀行口座への送金まで 

即日で完了する、オンライン完結型ローンの取扱いを開始した。 

 また、タイでは旗艦店にセルフ自動カード発行機を導入、インドネシアでは個品割賦の 

即時審査アプリを導入するなど、各国においてデジタル化を進めた。 

  

 

 



 

・システム・ＩＴ投資の実績については以下の通り。 

・当社は２０１７年度から２０１９年度までの３年間、デジタル化による業務の 

 効率化と収益力の更なる強化を推進するため、１，０００億円のシステム・ＩＴ投資を 

 実施した。 

・国内では主に、ペーパーレス化や本社機能の集約、システム基盤の整備等を進めた。 

 海外では、モバイルアプリでのサービス強化や AI技術を用いた審査・債権管理 

 システムの導入、債権回収体制の移行等、基盤整備に関する投資を実施した。 

・これらの取組みを通じて、国内事業では営業収益に対する貸倒費用率や労働分配率は 

計画値を達成した。 

 一方、国際事業は、労働分配率は計画水準まで改善が図れたものの、会計基準の変更に 

伴う想定以上の貸倒引当金の前倒し繰入に加えて、経済環境の悪化等により、 

貸倒費用率は２０１８年度から大幅反転し、計画未達となった。 

・なお、右下のグラフは、生産性向上の参考指標として、２０１７年３月末と 

２０１９年度２月末における連結従業員数と連結営業債権残高の伸び率を 

比較したものである。この３年間で連結営業債権残高は４割増加した一方で、 

従業員数の伸びは低位に抑えられている。 

 

 



 

・デジタル化の取組みを通じた、国内での各商品・サービスの Web化の状況については 

以下の通り。 

・主要事業であるクレジットカードと銀行事業において、スマートフォンアプリの 

 開発や、Web申込みキャンペーン等の実施により、ご請求明細書の Web明細比率や 

ネットバンキングの登録率が伸長した。 

・一方で、イオンカード入会申込みや投信口座開設に関しては、店頭窓口での相談を経て 

申込まれるケースが比較的多いものの、タブレット端末によるペーパーレスでの手続きを 

 行っている。 

・このように、サービス提供基盤のデジタル化による利便性・生産性の向上を図りながら、 

リアルとバーチャルそれぞれのチャネルが持つ強みを活かした営業活動を行っている。 

 



 

・国際事業における、モバイル端末を軸とした、ＩＤの拡大については以下の通り。 

・当社グループは、海外において１１ヵ国・地域に展開している。 

・ご覧のとおり、一部を除くが、当社はイオンの小売店舗が展開している地域を 

中心に クレジットカード、パーソナルローン、個品割賦、電子マネー、保険代理、 

ポイントカードなどあらゆる商品・サービスを提供している。 

 これらサービスの全てをモバイルアプリで提供していきたいと考えている。 

・具体的な事例として、カンボジアでは、クレジットカードや電子マネーのＱＲ決済、利用明細、 

ポイント交換が可能なモバイルアプリのサービスを提供している。  

現地通貨、リエル建ての電子マネーサービスを提供することにより、カンボジア政府が取組む 

自国通貨の流通促進策に貢献し、安全・安心で便利なキャッシュレスによる金融サービスを 

提供することにより、同国の社会課題の解決に貢献している。 

・また、イオンの小売店舗が進出しているマレーシアを例に説明すると、現地では、 

 イオンマレーシア、イオンビッグマレーシアの約４００万枚のポイントカード事業を 

受託し、当社の既存メンバー２００万人と合計した６００万人のメンバーがいる。 

・このメンバーをアプリへ集約することで、ＩＤの共通化を図り、 

 電子マネーによる決済サービスの提供に加え、お客さまの購買情報等と連動させた 

 データベースマーケティンクﾞが可能とった。 

・加えて、現地の航空会社や飲食店、オンライン企業、公共・交通機関など様々な 

 業界と提携し、お客さまの利便性を高めることで、今後も引き続き、メンバー数の 

 さらなる拡大を図っていく。 



 

・２０２１年２月期の連結業績予想の未定理由については以下の通り。 

・現在、当社グループを取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の影響範囲の 

拡大を受けて各国政府・金融当局が発出する非常事態宣言や各種規制等による 

経済活動の停滞、さらに今後、長期化することが見込まれる世界経済の悪化により、 

先行き不透明な状況にある。 

・当社は、日本を含むアジア１１ヵ国で事業展開しており、これら展開国の多くで政府に 

 よる外出禁止令や企業に対する活動禁止令が出されるほか、商業施設の閉鎖命令等が 

 出されており、経済活動に少なからず影響が出始めている。 

・このような中、当社は新型コロナウイルス感染症に関する対策本部を設置し、 

 日々国内外のグループ各社と連携して、情報を把握し、状況の変化への適用を図っている。 

・また、これまでのデジタル化への取組みによって、省力化が図られるとともに、 

 安全性の高い社内インフラが整備されており、状況の悪化が進む中でも、 

事業継続が可能である仕組みを有している。 

 AIやデータの活用により、業務効率化や生産性向上、サービスのデジタル化促進により、 

 さらに省力化を進め、事態収束時の早期の業績向上に努めていく。 

・このような状況等を踏まえ、現段階では、業績に与える影響に未確定要因が多いことから 

 2021年２月期の連結業績予想については、合理的に算定することが困難と判断し、 

 未定としている。 

・ 今後、新型コロナウイルス感染症が当社連結業績に与える影響については、 

 公表すべき事象が判明した際には速やかに公表する。 



【質疑応答】 

■大和証券/渡辺アナリスト 

Ｑ：海外のクレジットコストに関して、第３四半期決算電話説明会で貸倒引当金の計測期間の 

見直しが行われる可能性があるいうことだったが、実際に行われたのか。行われたのであ

れば、どの程度のインパクトがあったのか。 

また、決算短信の定性情報、メコン圏の箇所で、長期延滞債権の売却が戦略的に行われたと 

あるが、詳細を教えて欲しい。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林） 

計測期間については、商品が国によって異なるため、それぞれ異なる計測期間となってい

る。もともと１年程度でみていたものをタイについては平均３年で見積もっている。商品

別に 1 番親和性の高いパラメーター、インディケーターを見つけて、将来予測に使ってい

る。マレーシアは長い債権が多くなっているので８年で見積もっている。香港は、クレジ

ットカード商品の単品になるので、商品やカードの利用状況を今後精緻に分析した上で、

貸倒引当率の変更を必要があれば行いたいと考えている。現状では将来のキャッシュフロ

ーの割引率の変更のみ行った。 

償却債権売却の効果は、ＩＦＲＳ第９号を適用している場合、期待損失率を算出するには、

回収コストも含めて計算をしている。償却債権を売却することにより、回収コストが減少

するため、期待損失率に影響し当社にとってプラスに働いてくる。 

マレーシアの債権は比較的長期だが、５年までは自前で回収し、その後は外部に委託して 

回収していた。需給環境もあるものの、調査の結果、早くに売却した方が当社にとっては

プラスに働くことがわかり、今後も定期的に売却し、当社の債権管理部門のスタッフを若

い債権の回収に専念させることとした。 

 

Ｑ：新型コロナウイルスの影響について、どの部分に、リスクが大きいと考えているか教えて 

欲しい。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林） 

当社の展開国はロックダウン状態であり、加盟店の営業自体が一部業種を除き難しい状態。

また国によっては、当局より債務者保護のため、３～６カ月の返済猶予を求められている

状態。３月は影響が軽微であったが、４月以降影響が出てくると考えられ、いつこの状況

が収束するかわからない状況であるが、特に第１・２四半期のトップラインは厳しく見積

もらざるを得ない。 

クレジットコストについては、お客さまが勤務している工場の閉鎖等、収入が減り、信用

力の悪化は起こると想定されるが、どのくらいの影響かはまだわからない状況。 

返済猶予している債権については、当局より信用情報上正常債権扱いという指示が出てい

るが、会計上は、本当にその価値があるかはわからない状況であり、精緻に判断をしてい

く必要がある。特に第１・２四半期はコストを下げていくことに注力したいと考えている。 



 

■ＳＭＢＣ日興証券/原アナリスト 

Ｑ：配当予想を非開示にしているが、考え方について教えて欲しい。 

Ａ:(回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林) 

業績予想を見通せず非開示にしたことに伴い、配当予想を開示しなかった。 

大きなインパクトが無い限りは、安定配当の予定であり継続配当のスタンスは変わらない。 

 

Ｑ:金利環境を考えて債権流動化を前倒し実施したとのことであるが、どの程度前倒ししている 

のか。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林） 

３月に行うものを２月に行った。特に資金面は、長期の資金を 2019年度獲得することがで  

きた。低い金利で調達環境は良く、その中で流動化を行い、資金を前倒しで確保した。利益 

面で良い影響もあったが、Ｂ/Ｓ上の資金調達面のメリットの方が大きかったと考えている。 

 

■みずほ証券/佐藤アナリスト 

Ｑ：新型コロナウイルスの影響について、国内事業ではどのようなリスクをみているのか。 

Ａ：（回答者：代表取締役社長 河原） 

カードショッピングは相当に下がってくるであろう。Ｅコマース関係での利用は増えてい

るが、ガソリンや旅行、イベントチケット等の分野での利用は大幅に減少している。 

また、景気減速の中、個人所得は減少しており、カードショッピングのクレジットコスト

は海外と同様に新規・既存分共に相応に悪化すると見込んでいる。 

 

Ｑ：今期の債権流動化の実施による利益の押上げは前期と比較し減少するのか。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林) 

販促キャンペーンのコスト上振れはカードキャッシングの流動化でＰＬ面はカバーした。

結果としてみた時にフィリピンの影響や海外での貸倒引当金の増加が、業績予想未達の大

きな理由の一つである。今現在、フィリピンの立て直しに取り組んでおり、貸倒引当金に

ついては、仕組みとして精緻化することに取り組んでいる。2021 年２月期は、４月以降債

権残高は国内海外とも大きくはならないため、資金ニーズは減少するであろう。前期前倒

しした調達をグループ内で上手く活用したい。 

 

■三菱ＵＦＪモルガンスタンレー証券/辻野アナリスト 

Ｑ：債権流動化での調達額は、今期は前期よりも少ないのか。期待できる収益はどのくらいか。 

Ａ:（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林) 

国内のショッピングは厳しい影響を受ける。大きな金額を調達できるレベルではない。 

今のところ住宅ローンやリフォームローンは堅調であるが、一部輸入商材が入らず工事が



できず、リフォームローンのキャンセルが増えている。また、車の販売も影響を受けるで

あろう。そのため、調達額も収益も大きな金額は期待できないと考えている。 

 

Ｑ：今期の販売促進費をどのように考えているのか。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林) 

販売促進費は、今の状況でイオングループを含め、大半の企業が厳しい状況にさらされて

いる中、また自粛ムードの中、販売促進のしようがない。今の状況が続く限りは、大きな

販売促進をすべきではなく、効果も薄いため実額では減少するであろう。コロナウイルス

の影響が収束して回復に向かうとき、販売促進を打ち出していきたいと考えている。 

 

Ｑ：日本の貸倒引当率の見直しは行うのか。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林) 

海外の貸倒引当率の見直しは、監査法人よりもっと長く期間をとって、将来予測を精緻に

見直すべきとの話があり、データの見直しを行った。当社グループの日本法人は会計基準

に日本基準を適用しており、実績ベースとなる。大きくやり方を変更することはできない。 

 

■ＣＩＴＩ証券/丹羽アナリスト 

Ｑ：新型コロナウイルスの影響について、ショッピングとキャッシングの利用状況、また国内の

延滞の状況について。 

Ａ：（回答者：代表取締役社長 河原） 

３月単月であるが、リボが足元では伸びている 一方でキャッシングは伸びていない。 

延滞率については、一概にコロナウイルスの影響と見極めはつかないが、昨年から徐々に

上がってきている。ただし、急速に上がっている状況ではない。また今の時点で、コロナ

ウイルスの影響かそうでないにかかわらず、申し出があったお客さまについては支払猶予

の対応はしている。リスクシナリオは当社として持っている。 

 

Ｑ：コロナウイルスの影響でマイナスだけではなく、国内外において、プラスの影響はあるのか。 

Ａ：（回答者：代表取締役社長 河原） 

当社は、世の中の動きに合わせてデジタル化を推進している。対面を残しつつ業務を行って   

いるが、スマートフォンでできることを増やしていくことが大切と考えている。国内の銀

行では、テレビ応対システムを順次採用しており、対面式に併せて、人を介さないアクセ

スポイントを用意しているので、さらに充実させていきたい。 

海外も同様であり、各国でモバイルアプリにて対応可能となるものを増やしている状況。 

今までの当社の努力は無駄になっておらず、コロナウイルス収束後、一段と非対面を重視

するようなステージに入っていくであろう。今後も投資し、サービスを向上させていきた

い。 



 

■ＪＰモルガン証券/大塚アナリスト 

Ｑ：国内の３月ショッピング取扱高について。 

Ａ：（回答者：経営企画ＩＲ担当 戸上） 

前年同月比９８％程度で着地した。 

 

Ｑ：コロナウイルスの影響でトップラインが厳しいとの説明があったが、金利収入が減少すると 

いうことか。 

Ａ：（回答者：取締役専務執行役員 経営管理担当 若林) 

カードやハイヤーパーチェスの新規取扱分が減少し金利手数料に影響するであろう。また

既存の残高についても、一部支払猶予や減免、延滞の増加で収益計上ができなるため、ト

ップラインは厳しいであろうと考えている。 

 

 以 上 


